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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社グループは、優秀な技術と最良の製品を提供し継続的な成長・発展を実現するとともに、顧客・取引先・株主・従業員・地域社会との良好な関
係を築き貢献し続けることが、上場会社としての社会的使命と責任であると考えております。
この経営理念を実現するため、あらゆる企業活動において法令を遵守するだけでなく、皆様の信頼と共感を得るために経営の透明性・公正性の
向上、適正な企業ガバナンスの維持に努めてまいります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

当社は JASDAQ 上場企業としてコーポレートガバナンス・コードの基本５原則を遵守した上で、以下に記載する補充原則に対応した各種情報の
開示等を行っております。 

(補充原則 1-2-2)
株主総会招集通知は TDnet および以下の当社 Web サイトにて公開しております。
http://www.creo.co.jp/ir/library.shtml

(補充原則 3-1-2)
海外投資家等の比率を踏まえ、平成27年５月より以下の英語表記の Web サイトを開設し、決算短信概要の英語訳を公開しております。
http://www.creo.co.jp/english/ir/library.shtml

(補充原則 5-1-3)
当社の株主構造を把握し、適切な情報開示に活かすため、平成27年６月の株主総会終了後に株主アンケートを実施いたします。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

アマノ株式会社 2,645,000 28.63

ヤフー株式会社 1,100,000 11.90

クレオ従業員持株会 262,665 2.84

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口) 193,000 2.08

江本英雄 155,000 1.67

吉岡裕之 143,000 1.54

川畑種恭 130,000 1.40

椎名博 126,000 1.36

MSIP CLIENT SECURITIES 122,000 1.32

加賀美忍 120,000 1.29

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

その他の関係会社として下記の会社がございます。

アマノ株式会社　上場　コード（数字4桁）：6436　株式会社東京証券取引所 市場第一部



３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 JASDAQ

決算期 3 月

業種 情報・通信業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

大株主である企業等からの独立性の確保について

当社の事業展開にあたっては、大株主である企業等の指示や承認に基づいてこれを行うのではなく、経営陣の判断のもと、独自に意思決定をし
て実行しております。また、当社と大株主である企業等の営業取引は当社と資本関係を有しない一般企業と同様の取引となっており、独自性を有
しております。
これらのことから、すでに現時点においても、事業運営上当社の大株主である企業等からの独自性は十分に確保されていると判断しておりま
す。 



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 7 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 5 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 1 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

0 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

上野　亨 他の会社の出身者 ○ ○

※　会社との関係についての選択項目
※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」
※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

上野　亨 ―――
業界における豊富な知識、経験を活かし、事業
運営に関する有用な助言を得るため

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 4 名

監査役の人数 4 名



監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

年２回決算報告に合わせて監査計画、監査体制、監査実施状況を打合せしている。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 2 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

宮澤　求 公認会計士

渡辺　伸行 弁護士

※　会社との関係についての選択項目
※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」
※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

宮澤　求 ○ ―――

公認会計士であり、財務・会計・税務に関する
知見を有しております。経験、人格、見識ともに
高く、当社監査役としての職務を適切に遂行し
ていただいております。また、当社との利害関
係はなく、一般株主と利益相反の生じる恐れが
なく独立性を備えております。

渡辺　伸行 ○ ―――

弁護士としての豊富な経験、実績および幅広
い知識と良識を有し、その専門的見地から当
社の監査役としての職務を適切に遂行してい
ただいております。また、当社との利害関係は
なく、一般株主と利益相反の生じる恐れがなく
独立性を備えております。

【独立役員関係】

独立役員の人数 2 名

その他独立役員に関する事項

社外監査役　宮澤求氏は公認会計士として、社外監査役　渡辺伸行氏は弁護士としての豊富な経験と知見により、各々専門的知見から意見を述
べ、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するため助言・提言を行い、また監査役会においても当社の健全で持続的な成長を可能とする
良質な企業統治体制の確立と運用について有益な助言を行っております。

【インセンティブ関係】



取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

実施していない

該当項目に関する補足説明

平成17年6月開催の株主総会においてストックオプション制度を導入いたしましたが、平成22年6月13日をもって権利行使期間が終了いたしまし
た。今後のインセンティブについては、経営環境等を総合的に勘案し、検討して参ります。 

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

事業報告書に全取締役の総額を開示しております。 

報酬の額又はその算定方法の決定方
針の有無

なし

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

―――

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

社外取締役に対する情報伝達については、取締役会等の会議への出席依頼、事前の会議資料の送付・内容の説明等をメール等の通信手段を
用いて担当部署より行っております。
社外監査役に対する情報伝達についても、基本的には社外取締役に対するものと同様ですが、これに加え、監査役会において、常勤監査役か
ら詳細な説明を行っております。また社外監査役に対しては、コンプライアンス、コーポレート・ガバナンス等に関する事項、会計に関する事項な
どに関して、各部署が必要書類等の準備、説明するなど適切な対応を行っております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

当社では、取締役会の効率的運営および意思決定の迅速化のため、５名の取締役で構成しております。
また、取締役会の一層の活性化と意思決定における客観性を高めるため、専門分野の見地から当社経営に助言をいただくために、５名の取締役
のうち社外取締役として１名を招聘しております。
監査役会は常勤監査役２名と社外監査役２名で構成されており、業務執行の監査において公正中立な監査を行っております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

上記のような体制は、当社の業態や規模等を鑑み、意思決定の適正性、迅速性を確保し、また、適切な監査・監督機能を果たしうるものと考え
ております。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

集中日を回避した株主総会の設定
より多くの株主様の出席を図るため、集中日を回避し適切な日を設定するとともに、交通の便
のよい会場を設定しております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明
代表者自身
による説明

の有無

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

半年毎に決算説明会を実施 あり

IR資料のホームページ掲載
決算情報及び決算情報以外の適宜開示資料、有価証券報告書、四半期報告
書、決算短信、株主通信、決算説明会資料を掲載

IRに関する部署（担当者）の設置 ＩＲ担当部署：経営管理室 経営戦略グループ

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

フェアディスクロージャーの観点から、ＩＲ関連資料や、決算説明会の資料を適宜当社のホーム
ページに掲載し、積極的に開示するよう努めております。

その他

＜女性の活用の取組・登用＞
当社では、女性の活用について、採用や昇格などにおいて、性別に区別なく実力や成果に応じ
た評価を行っています。
当社では執行役員１名の女性を登用しております。 



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

会社法施行規則第１００条にて定める「業務の適正を確保する体制」に関し、内部統制を以下の通り整備しております。

１．取締役及び執行役員、使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
(１)役職員に対し、法令、定款及び社会倫理の遵守が企業活動の前提となることを徹底する。
(２)社長直轄の内部監査部門を設置して内部監査を実施する。
(３)公益報告制度として、社外の弁護士、第三者機関等を直接情報受領者とする窓口を設置した「ヘルプライン制度」を制定・運用する。
(４)継続的な周知・教育研修制度として、各部門との連絡会議を開催し、イントラネット等を利用した情報開示や社内研修を実施する。

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
職務権限規程及び文書管理規程に基づき、取締役会議事録をはじめとした取締役の職務執行に係る文書の保管等の取り扱いについて規定し、
当該文書類が適切且つ確実に検索性の高い状態で保管・管理されるよう運用する。

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制
(１)取締役会は、企業価値を高め、企業活動の持続的発展を脅かすあらゆるリスクに対処すべく、総合的なリスク管理の基本原則を規定し、危機
管理体制を整備して、実践的運用を行う。
(２)各部門は、それぞれの部門に発生する可能性のあるリスクの把握に努める。内部監査部門は、必要に応じて、各部門及び子会社におけるリ
スク管理の状況を監査し、その結果を社長に報告する。リスクが具体化した場合には、損害の拡大を防止し、これを最小限に止める体制を整え
る。
(３)不測の事態が発生した場合には、社長を本部長とする「緊急対策本部」を設置して危機管理にあたる。
(４)社長は、リスク管理の状況等について取締役会へ定期的に報告する。

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
(１)取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するため取締役会を月１回(定期)開催するほか、必要に応じて適宜臨時に開催する。
(２)年度の事業計画を策定し、予算期間における計数的目標を明示し、担当部署毎に目標と責任を明確にするとともに、予算と実績の差異分析を
通じて業績目標の達成を図る。
(３)取締役会の決定に基づく業務執行については、組織規程、職務権限規程において、それぞれの責任者及びその責任、執行手続きの詳細につ
いて定める。

５．株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
(１)グループ会社における業務の適正を確保するため、当社は、関係会社管理規程に従い、当社への決裁・報告制度によるグループ会社経営の
管理を行い、必要に応じてモニタリング及び連絡会議を行う。
(２)当社は、グループ会社に対し必要に応じてリスク管理及びコンプライアンスに関する事項について助言等を行う。
(３)グループ会社は、当社からの経営管理・経営指導内容が法令に違反しているか、コンプライアンス上問題があると疑義を持った場合には、内
部監査部門に報告する。
(４)内部監査部門は、グループ会社に対する内部監査を実施し、グループ全体にわたる内部統制の有効性と妥当性を確保する。
(５)監査役は、グループ会社の連結経営に対応したグループ全体の監視・監査を効果的かつ適正に行えるように会計監査人及び内部監査部門と
緊密な連携体制を維持する。

６．監査役の職務を補助すべき使用人に関する体制と当該使用人の取締役からの独立性に関する事項
現在、監査役の職務を補助すべき使用人はいないが、必要に応じて、監査役の業務補助のため監査役スタッフを置くこととし、その人事ならびに
そのスタッフの取締役からの独立性を確保することについては、取締役と意見交換を行った上で監査役がその決定をすることができる。

７．取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制
(１)監査役に対する報告体制を整備するため、監査役会で「監査役に定期的に、また随時に報告すべき事項」を制定し、適切に運用している。
(２)監査役は、必要に応じていつでも取締役、執行役員及び従業員に対して業務執行に関する事項について報告を求め、重要と思われる会議に
出席し、または書類の提示を求めることができる。
(３)取締役、執行役員及び従業員は、監査役から業務執行に関する事項について報告を求められたときは、速やかに適切な報告を行う。

８．監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
(１)代表取締役は、監査役と定期的に会合を持ち、経営方針や経営課題、当社を取り巻く重要なリスク、監査役監査の環境整備、監査上の重要
な課題等について意見交換を行う。
(２)監査役の必要に応じて、顧問弁護士や税理士その他の外部の専門家に相談ができる体制を確保する。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

当社は、反社会的勢力や団体との一切の取引を許さない業務運営を図ることが、企業の社会的責任であることを十分に認識し、社会的正義を実
践すべく、毅然とした態度で臨みます。
反社会的勢力とのあらゆる関係を遮断する基本対応は、「反社会的勢力対応規程」に明文化し、役員、従業員がその規程を順守するよう教育体
制を構築します。
また、社内に対応統括部署を設け、平素から、外部の専門機関等から情報収集を行うとともに、反社会的勢力を排除すべく、社内に向けて対応方
法等の周知を図ります。事案の発生時に備え、反社会的勢力への資金提供は絶対に行わないとの確固たる方針のもと、関係行政機関や顧問弁
護士、その他外部の専門機関と緊密に連携し、速やかに対処できる体制を構築します。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

なし

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

■適時開示に係る社内体制の概要
当社では、経営管理室の経営戦略グループが中心となり、当該事実が適時開示規則における決定事実・発生事実等に該当すると判断した場合
には、取締役会決議後または当該事実の発生後速やかに、開示担当執行役員の了承のもと経営戦略グループより開示を行う体制をとっておりま
す。




